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中国における日系企業のコア人材育成
1．はじめに：研究の目的
　2000年以後，日本企業の中国投資は激増し，
第 3次中国ブームと言われるほどであるが，03
年の SARS発生，05年の反日運動，10年のスト
ライキ続発による中国人労働者の賃金上昇など，
中国進出企業を取り巻く環境は変化している。08
年のリーマン・ショックを乗り切り，経済成長を
続ける中国への日本企業の投資は 11年に急増し
た。昨 12年 9月反日デモ・暴動が起こり，中国
リスクは高まり，対中投資は一部企業で繰り延べ
る動きがある。しかし，11月には回復を見せ，
今後も高水準の対中投資が続くと見られ1），中国
に進出する日本企業は増加すると考えられる。
　中国において日系企業の経営はどのように評価
されているであろうか。それに先立ち，アジア全
般での日系企業の経営について見ておきたい。ア
ジアにおける日系企業の経営に関しては，業務の
高度化により知識人材の必要性は高まっている
が，ホワイトカラーの有能な人材が定着せず，経
営の現地化も進んでいないなど，ホワイトカラー
に関する問題点が指摘されている。特に中国の日
系企業では，中国人ホワイトカラーが望むような
「能力・成果主義」的な人材育成方法をとってお
らず，人事管理・育成方法が年功序列的なものと
なっているため，中国人ホワイトカラーの日系企
業に対する評価は欧米系企業より低いとされてい
る。また，筆者のアジア 10カ国・地域の日系企
業の調査2）でも，日系企業自身は業績・成果を重
視した処遇管理を実施しているつもりでも，実際
は年功序列型昇進・昇給制度が行われているとい
う結果が明らかになった。一方，日本国内では近
年経営環境の大きな変化により，ホワイトカラー
の評価・報酬システムは長期雇用にもとづいたも
のから業績・成果を反映させるシステムへ変わり
つつある。そこで，「将来中核を担うと目され，
早期に選抜，登用される人材制度（以下，コア人
材制度）」の導入が試みられている。このコア人
材制度は，能力主義的評価や処遇を望むアジアの
ホワイトカラーに適合すると考えられる。したが
って，コア人材の育成へどのように対処している
かを調査し比較検討することにより，アジアの日
系企業の行っている能力・業績を重視した処遇管
理がどの程度のものかを判断する指標の 1つにな
ると思われる。
　コア人材育成制度に関する調査を，筆者は中国
では 2002年に日系企業に対して行った3）。また，
日系企業と比較するために，04年に中国への進
出が多い外資系企業のうち米国，台湾，韓国系各
国企業に対して同様の調査を行った4）。さらに，
中国人従業員の意識を探るために，05年日系企
業に勤務する中国人ホワイトカラー従業員に対す
る調査を行った5）。これらの調査により以下の課
題が明らかとなった。
　ホワイトカラーが定着しない点について，日系
企業は定着のための施策として金銭的インセンテ
ィブを重視するが，中国人ホワイトカラーは会社
にとどまる施策として，能力開発の機会の拡充
（自分の成長やキャリアアップの機会）を最も希
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人事に関する制度と管理方法の転換が必要であ
る。中国の日系企業では，日本的な人事制度をそ
のまま適用することが多く，インセンティブの欠
如が最大の問題となる。能力と実績に応じて抜擢
し，従業員に昇進の希望，インセンティブを与え
ることは，人材を育成し，現地化を成功させるカ
ギとなろう11）。
　D．中国人従業員に幹部候補として特殊訓練を
施し（筆者の調査項目ではコア人材としての育成
施策の実施），彼らの自尊心を利用した現地経営
を志向して行く必要がある。そうすることが労働
条件での欧米企業とのハンディキャップを補い，
有能な人材を引き留める有効な方法となる。そこ
に日本で慣れ親しんだ「引き伸ばされた競争」─
多くの部署を回らせ，長い時間をかけてゆっくり
昇進させていく人事上の工夫─を不用意に持ち込
むと，現地人管理職は不満を感じることとな
る12）。
　ダイナミックな経済成長を続ける中国で日系企
業の人材育成はどのように変化しているのであろ
うか。2002年調査から 6～9年経過した 2008～11
年に前回と同様の調査を行った。どのような人的
資源管理を行うかは経営が成功するか否かにとっ
て重要な要因である。筆者の調査と近年の日系企
業の評価から，（1）コア人材として早期登用され
ているか，（2）コア人材としての育成施策が実施
されているか，（3）コア人材の昇進できる職位は
どこまでか，（4）コア人材を定着させる施策とし
て何が有効と評価しているか，（5）コア人材制度
をどの程度受け入れているか，および（6）現地子
会社の設立年数，（7）本社の規模に特に注目し前
回調査と比較対照することで，日系企業の課題は
解決に向かっているかについて明らかにしたい。
2．アンケート調査結果の概要
　今回の中国における日系企業に対する調査は，
前回の調査と同様にアンケート用紙を送付する形
で行った。2008年 7月～2011年 11月，日系企業
の進出の多い各地域（上海，北京・天津，大連，
江蘇省，広東省）の企業計 300社にアンケート用
望している。日系企業では，ホワイトカラーが能
力開発の機会の拡充を望んでいることに対して，
理解が不足しているといわざるをえない。そのた
め，ホワイトカラーの希望との不一致の度合い
が，他の外資（米，台，韓）系企業と比べ大きい
という調査結果となった。
　日系企業の人事制度は年功序列的で，能力・業
績を評価するものになっていない点に関しては，
中国人ホワイトカラーは前述の「将来中核を担う
と目され，早期に選抜，登用される人材制度（コ
ア人材制度）」が仕事に役立つと考えている。し
かし，日系企業はコア人材制度に関して，他の外
資系企業と比べ受け入れ度が低かった（日系
1.90，台湾系 2.57，韓国系 2.23，米国系 2.20）6）。
　アジア 11カ国・地域の日系企業の調査では，
全般的に設立年数の長い企業の方がコア人材制度
の受け入れ度が高いという調査結果となった7）。
中国，インドネシア，ベトナムでの日系企業と韓
国系企業との比較で，韓国系企業の方が受け入れ
度が高かった。その理由の 1つに韓国系企業の方
が本社規模が小さく，本社からの本国人の支援が
得られないため，現地人従業員を活用せざるを得
ないことがあげられている8）。
　近年の中国における日系企業の経営はどのよう
に評価されているかを見たい。
　A．中国の学生の間では「欧米系に比べて日系
企業の給料は低く，幹部に登用される機会も少な
い」というイメージが根強い9）。
　B．また，優秀な人材が採用できない。採用で
きた人材でも，大卒以上の若手が流出してしま
う。中国においては，他エリアに比べれば相対的
に経営幹部の早期選抜が検討されている。さら
に，ローカル人材の育成と処遇が十分でない。昇
進・昇格ではアジア・中国においては，ほとんど
が部長層のレベルに留まっており，現地採用従業
員の幹部登用プログラムも，整備されているとは
言い難い10）。
　C．人材の現地化が遅れているため，企業幹部
にすべて日本からの派遣者（駐在員）をあてなけ
ればならず，コストは高く，現地の事情への理解
も欠ける。現地人材の経営者への積極登用には，
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率が高まったことを必ずしも意味せず，中小企業
は調査に回答する余裕がないことの現れとも解釈
できる。
　3．現地子会社設立年
　前回調査から 6年以上経過したこともあり，設
立年数 10年以下の企業は，02年調査の 92.5％か
ら 08年調査の 35.4％へ比率が大幅に低下した。
08年調査は設立年数 10年以上の企業が 64.5％を
占めている。
　4．現地子会社の企業形態
　現地子会社の企業形態は，02年調査では単独
出資（45.0％）よりも合弁企業の比率がやや高か
った（47.5％，内訳は多数合弁 32.5％，少数合弁
15％）が，08年調査では合弁企業の比率が
15.7％へ大幅に低下し，単独出資が 84.4％へ激増
している。
　5． 現地への進出目的（第 1位を 3点，第 2位を
2点，第 3位を 1点として合計点を計算し，
各項目の合計点に占める割合を算出した。
　順位，比率とも前回調査とほとんど変動はな
紙を送付し，32社から回答を得た（以下，08年
調査）。なお，2002年の調査では日系企業 40社
から回答があった（以下，02年調査）。
2.1.　進出企業の現状について
　まず，アンケートに回答してくれた企業の現状
を述べる。
　1．進出企業の業種
　2回の調査とも製造業が圧倒的である。02年調
査 85.0％，08年調査 84.4％。機械関連製造業が
最も多いのも共通しているが 60.0％から 50.0％に
低下し，消費関連製造業が 12.5％から 21.9％へ増
大している。中国が世界の工場から世界の市場へ
転換することを見越した投資とも考えられる。
　2．本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，2回
の調査とも 300人以上の企業が 80.0％以上を占め
ており，大企業の比率が圧倒的に高い。02年調
査の 80.0％から 08年調査の 86.7％へ大企業の比
率がさらに高まっている。これは大企業の進出比
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図表 1　業種
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図表 2　本社の従業員数
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図表 3　現地子会社の設立年
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していない）。
2.2.　コア人材の育成について
　ここからは回答企業がコア人材の育成にどのよ
うに取り組んでいるかを見る。
　8． コア人材の過不足感について（「かなり不
足」を－2点，「やや不足」を－1点，「十分
である」を 0点，「やや余剰」を 1点，「か
なり余剰」を 2点とし，回答企業の平均を
とった）
　02年調査ではコア人材一般に質問し，08年調
査では職位・職種ことに質問しており，質問方法
が異なる。02年調査は－1.3でやや不足の－1を
超え不足感がやや強かった。08年調査では最も
不足感の強い役員（－1.22）やスペシャリスト
（－1.21）でも 02年調査の－1.3より低い。後で
見るように，多くの日系企業が現地コア人材を昇
格させようと考えている部長クラスでも－1で，
02年調査よりも不足感は弱まったと理解できよ
く，第 1位安価な労働力（32.4％から 35.2％），
第 2位現地市場（30.6％から 28.7％），3位本社等
関連企業との関係（13.0％から 16.4％），以下同
率第 4位第三国への輸出と逆輸入，第 6位法的・
税制等の優遇政策と続く。
　6．現地子会社の企業規模（従業員数）
　現地子会社の企業規模を従業員数で見ると，2
回の調査とも 300人以上の大企業が過半数を占め
（60.0％と 56.7％），大規模な企業の比率がやや高
い。
　7． 役員・管理職における日本人が過半数の企
業の比率
　役員および管理職において日本人が過半数とな
っている会社の比率を見ると，役員では日本人が
過半数となっている会社が圧倒的多数を占めてい
る（93.3％）が，管理職クラスでは日本人が過半
数となっている会社は少ない（19.4％）。管理職
クラスまでは現地化が進んで来ていると考えられ
る（02年調査は質問方法が異なるため回答を記
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図表 4　現地子会社の企業形態
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図表 5　進出目的
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図表 6　子会社の従業員数
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ーダーシップ（25.7％），第 2位実行力（16.2％），
第 3位問題解決力（15.2％）である。他に 10％以
上のものは将来性（11.5％）だけである。02年調
査と比べると，第 2位だった社内での実績が大き
く減少（16.7％から 8.4％）した。増加率が大き
いものはリーダーシップ（5.3％増）を除くと，
将来性（4.4％増）である。選抜要件として過去
の実績よりも将来性を重視するようになったと解
釈できる。
　11─1． コア人材選抜の最終決定者（選択肢 5，
うち 1つ回答）
　コア人材選抜の最終決定者は，2回の調査とも
子会社の社長・役員が 3分の 2以上を占めて圧倒
的である（02年 67.6％，08年 70.6％）。2回の調
査で変動はほとんどないが，強いて言えば本社人
事部がやや増加している（5.4％から 8.8％）。
う｡
2.2.1　採用・選抜に関して
　9． 採用方法について（選択肢 8，「全くない」
を 0点，「あまりない」を 1点，「どちらか
というと多い」を 2点，「非常に多い」を 3
点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材の採用方法は，第 1位は職業紹介機構
を通じての採用（1.93）で変動はないが，インタ
ーネットによる採用が激増し第 2位となった
（1.71）。8つの選択肢のうち中位数の 1.5点を超
えるものはこの 2つとなっている。新規学卒者の
定期採用は大幅に減少した（1.6から 1.1へ）。他
に 1点を超えるものはない。採用方法が大きく変
わったと考えられる。
　10． コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つ回答。第 1位を 3点，第 2位を 2点，第
3位を 1点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）
　選抜要件の上位第 3位までを見ると，第 1位リ
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図表 7　役員・管理職の比率
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図表 8　コア人材の過不足感
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2.2.2　 コア人材育成の施策・職種・職位に関
して
　12． コア人材育成の施策（選択肢 4，「全く実
施していない」を 0点，「あまり実施して
いない」を 1点，「どちらかというと実施
している」を 2点，「大いに実施している」
を 3点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材育成の施策の実施率は大きく変化し
た。前回の調査では中位数の 1.5点に届いている
ものはなく，コア人材育成策の実施率は高いとは
言えなかった。最も多かった「社外の研修機関
（含む大学）への派遣」が 0.34点も減少した。第
2位だった「コア人材を意識したキャリア形成」
は 0.5点とさらに減少が大きかった。一方，「日
本本社へ出向させ上位の職務を経験させる」は
　11─2． コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う
ち 1つ回答，02年調査は質問方法が異
なるため回答を記していない）
　コア人材選抜の決定時期は，第 1位が入社後 5
年以上（36.7％）で，第 2位と第 3位は同率で入
社後 3～5年と入社後 1～3年（20.0％）であり，
第 4位は入社時（16.7％）で，入社後 1年以内が
最も少ない（6.7％）。コア人材として選抜するま
でに入社後 3年以上かけている企業が過半数であ
る（56.7％）｡
（単位名：ポイント）
図表 9　コア人材の採用方法
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図表 10　コア人材の選抜要件
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務・特許は 0.32点増加したが中位数の 1.5点以下
である。02年時点では，調査対象企業は製造業
として，日本本社の単なる工場としての機能しか
保持していなかったので，コア人材を必要とする
職種は圧倒的に生産・技術職であったと理解でき
る。08年時点では，現地企業として独り立ちが
必要となり，財務・経理職や総務・人事職がコア
人材として必要となった。さらに，日本本社の製
品をそのまま中国でも生産するのではなく，中国
に適合した製品を生産するために，開発・設計職
の必要性も増したと考えられる。
　14． コア人材を昇進させる職位（選択肢 4，
「全くない」を 0点，「あまりない」を 1
点，「どちらかというと多い」を 2点，「非
常に多い」を 3点とし，回答企業の平均を
とった）
　昇進させる職位は，数値に多少増減はあるが変
0.2点増加し，第 1位となった（1.5）。中位数の
1.5点を超えているのはこの項目だけである。今
回の調査でもコア人材育成策の実施率は高いとは
言えないと考えられる。
　13． コア人材を必要とする職種（選択肢 6，
「全く必要としない」を 0点，「あまり必要
としない」を 1点，「どちらかというと必
要とする」を 2点，「非常に必要とする」
を 3点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材を必要とする職種もかなり変動した。
02年調査では第 4位だった財務・経理が 0.43点
増加して第 1位となった。02年調査で第 2位を
かなり引き離して第 1位だった生産・技術は 0.09
点減少ながら第 2位となった。第 3位は 0.43点
増加した総務・人事，第 4位は 0.3点増加した開
発・設計となった。一方，02年調査で第 2位で
あった営業は 0.23点減少し第 5位である。法
（単位名：％）
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図表 11─1　コア人材の最終決定者
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図表 11─2　コア人材選抜の決定時期
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（単位名：ポイント）
図表 12　コア人材育成施策（実施度）
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ターン 1（一定年齢までに幅広い職務を経験し，
将来の中核となる人材を育成するキャリア）とす
るという回答が過半数となった。02年時点では，
コア人材でも狭い範囲の職務を経験するキャリア
形成を考えていたが，08年では将来の中核とな
るには幅広い職務を経験させる必要があると判断
したものと思われる。
　16． コア人材を定着させるための施策（選択肢
9，「全く有効でない」を 0点，「あまり有
効でない」を 1点，「どちらかというと有
効である」を 2点，「非常に有効である」
を 3点とし，回答企業の平均をとった）
　2回の調査とも第 1位が給与・賞与の反映幅の
拡大で，第 2位が昇進・昇格のスピードで変化は
ない。第 3位は前回調査で同率第 4位だった裁量
権の拡大であり，第 4位は前回第 3位だった報奨
金・奨励金制度である。ここまでが有効性が 2点
を超えている。前回第 7位だった福利厚生の充実
は 2点に近づき，第 5位となる一方，同率第 4位
だった能力開発の機会の拡充は 0.38点減少し，
動はなく，子会社部長クラスが圧倒的である
（2.23）。子会社役員クラスに昇進させる比率は
0.07点増加したが，1点に届かない。子会社社長
と本社役員クラスも増加したが，0.5点に届かず
数値的には非常に低い。08年調査でもコア人材
を昇進させる職位は子会社部長クラスまでの企業
が多いという結果となった。
2.3.　キャリア形成，定着に関して
　15． コア人材の今後のキャリア形成パターン
（選択肢 3，1つ回答）
　キャリア形成パターンは変化した。02年調査
では，今まではパターン 2（一定年齢までに 1つ
の職務で専門性を身につけ，その分野のプロフェ
ッショナルを育成するキャリア）が過半数を占め
ていたが，今後はパターン 3（一定年齢まで狭い
範囲の職務を経験し，企業内スペシャリストを育
成するキャリア）を増やすという回答が半数を超
えていた。08年調査では，今までがパターン 2
が半数以上を占めるのは変わらないが，今後はパ
（単位名：ポイント）
図表 13　コア人材が必要な職種
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図表 14　昇進させる職位
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ムである」の 3項目が 2.5点を超えている。02年
調査時に比べ，コア人材制度の必要性が高まった
と理解できる。
　・マイナス評価（6項目）に関して
　02年調査に比べ増加した項目，減少した項目
とも 3ずつである。第 1位が「選抜のための基準
作りや評価が難しい」，第 2位が「コア人材の要
件を満たす人材が少ない」，第 3位が「コア人材
の育成に費用や時間がかかる」であり，ここまで
が 2点を超えており，このように理解している企
業が多い。残りの「コア人材以外の社員のモティ
ベーションが失われる」「コア人材として選抜さ
れたものへの負担が大きい」「人間関係がギクシ
ャクする」の 3項目は 1.5点以下であり，このよ
うに思っていない企業が多い。
　18． コア人材の受け入れについて（「全く受け
第 7位に下落した。
2.4.　 コア人材制度についてどのように評価し
ているか
　17． コア人材制度の評価（選択肢 11，「違う」
を 0点，「やや違う」を 1点，「まあそう
だ」を 2点，「そのとおり」を 3点とし，
回答企業の平均をとった）
　選択肢の 1～5番まではプラス評価に関するも
ので，6～11番まではマイナス評価のものなので
両者を分けて述べる｡
　・プラス評価（5項目）に関して
　全項目とも 0.2～0.5点大幅に増加した。特に，
「限られた資源を有効に活用するシステムである」
「人材が流動化する中で有効な人材育成のシステ
ムである」「能力のあるものを魅きつけるシステ
キャリア
形成のパ
ターン
図表 15─1　キャリア形成パターン
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図表 15─2　コア人材のキャリア形成パターン
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した 13社を対象に実施した。実施した企業は地
域別では，上海 3社（08年と 09年），蘇州 4社
（10年），広東省 3社（深圳，東莞，11年），大連
3社（11年）である。はじめにで注目した項目に
ついて記す。（1）コア人材の早期登用については，
コア人材として課長以上を考えており，コア人材
と見極めるのに 3年以上かかるという企業が多
い。中国人ホワイトカラーが期待する早期登用に
はなっていないと思われる。（2）コア人材として
の育成施策の実施について，日本の職場の事情を
教えることとインセンティブを兼ねて日本へ研修
に行くことが多い。コア人材の育成プログラムを
もっている企業は少ない。（3）コア人材の昇進で
きる職位は，現実的には部長までと考えられてい
る。現在，中国人従業員の最高の職位が課長とい
う企業も多く，将来の希望として役員を出したい
入れられない」を 0点，「あまり受け入れ
られない」を 1点，「どちらかというと受
け入れられる」を 2点，「大いに受け入れ
られる」を 3点とし，回答企業の平均をと
った）
　コア人材という考え方の受け入れ度は，02年
調査と比べると 0.59点の大幅増加となった。コ
ア人材のプラス評価も大幅に増加していたことか
らも明らかなように，この 6年以上の間で日系企
業の経営者はコア人材制度は必要であると理解し
たと判断できる。
3．ヒアリング調査結果の概要
　ヒアリング調査は，事前に実施したアンケート
調査に協力してくれた企業群の中から有意に抽出
（単位名：ポイント）
図表 16　コア人材の定着施策（有効度）
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のが実情ではないか。（4）コア人材を定着させる
ための施策は，「給与・賞与の反映幅の拡大」と
「昇進・昇格のスピード」を有効としてと評価す
る企業がやはり多く，「能力開発の機会の拡充」
を有効と評価する企業は多くない。中国人ホワイ
トカラーの期待への理解が不足していると判断せ
ざるを得ない。（5）コア人材制度は，中国人ホワ
イトカラーのモティベーションを高めるためには
必要であり，受け入られるという企業が多い。
4．終わりに
　2008年調査について，2002年調査との比較を
中心に見てきたが，アンケート調査とヒアリング
調査を総合すると，以下のとおりである。
　1．コア人材として選抜する時期は 5年以上が
最も多く，3年以上が過半数である。したがっ
と思っているが，現実的には難しいという評価で
ある。前述のように，コア人材と見極めるのに 3
年以上かかるという企業が多いのが実態であり，
このことから課長・部長から役員に昇進するまで
最低でも 10年以上かかる計算となる。中国で子
会社が設立されてから 10年ほどの企業が多い現
状からは，今から 10年以上後はまだ見通せない
（単位名：ポイント）
図表 17─1　コア人材制度のプラス評価
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図表 17─2　コア人材制度のマイナス評価
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図表 18　コア人材の受け入れ度
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17，丹野勲『アジアフロンティア地域の制度と国際経営』文眞
堂，2010年。
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19，薛軍『在中国の経営現地化問題』創成社，2010年｡
20，鈴木岩行「アジア日系企業における人材育成─アジア 11カ
国調査に基づいて─」和光大学社会経済研究所編『地球環
境時代の経済と経営』白桃書房，2011年。
21，村松潤一編著『中国における日系企業の経営』白桃書房，
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22，大橋英夫編著『変貌する中国経済と日系企業の役割』頸草
書房，2012年｡
23，真家陽一編著『中国経済の実像とゆくえ』ジェトロ，2012
年。
24，園田茂人「対中ビジネス人材の戦略を問う─現地人管理職
の力を引き出すために─」『JCエコノミック・ジャーナル』
2012年 12月号，2012年｡
25，園田茂人「対中ビジネス人材の戦略を問う─日本人駐在員
育成の理想と現実─」『JCエコノミック・ジャーナル』
2013年 1月号，2013年｡
　今回の調査に関して，中国の日系企業の方々に大
変お世話になった｡ ここに記して感謝を表したい｡
2013年 2月 4 日　受稿
2013年 2月 13日　受理
て，「早期に選抜，登用」するに至っていない。
　2．コア人材としての育成施策は実施率が低く，
育成のためのプログラムも整備されていない。
　3．コア人材が昇進できる職位も部長までが圧
倒的なのは変わず，日系企業では経営者層になれ
ないという点は変わっていない。
　4．コア人材を定着させるための施策の有効性
で，「能力開発の機会の拡充」が低下するなど，
中国人ホワイトカラーの希望をまだ十分にくみ取
れていないと思われる。
　5．一方で，コア人材制度自体については設立
年数が 10年以上経過した企業が増えたこともあ
り，プラス評価が増加し，受け入れ度が大きく向
上した。2002年調査から 6～9年経過した 08～11
年までに，中国の日系企業はコア人材制度自体の
必要性の理解度は深まったが，個々の施策の実施
については改善の余地がまだ大きいと考えられ
る。
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